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１．はじめに

阪神高速道路公団の民営化により，阪神高速道路株式

会社が平成17年10月に発足し，阪神高速道路を取り巻く

環境は大きく変化しようとしている。民営化会社に強く

求められるものとして，利用者へのさらなるサービス向

上が挙げられる。そのような新たなサービスの一つとし

て，利用者の利用実態に即した，弾力的かつ多様性に富

んだ料金体系の構築が挙げられる。

阪神高速(株)では，オフピーク時の割引料金を実験的

に運用するなど，具体的な取り組みを既に進めているが，

その満足度評価や新たな料金体系の検討など，今後も検

討すべき課題は多い。料金施策に対する検討は，料金改

訂前後のアンケート調査など，旧阪神高速道路公団時代

から実施してきたが，個々の利用者の対応行動の評価分

析といった客観的でミクロな分析は不十分であった。

プローブパーソン調査(以下，PP調査)1)では，GPS機能

付き携帯電話により，個々の被験者の移動軌跡を把握し，

Webダイアリー調査により，個々のトリップの属性等を

知ることができる。さらには，新たな料金体系を想定す

るような仮想的な設問を行うことで，料金施策に対する

行動変化まで細かく把握することができる。

本研究では，今後想定される料金施策が阪神高速道路

の利用に及ぼす影響を考察するための基礎データを得る

ことを目的として実施したPP調査の内容とその結果につ

いて報告する。特に，通行料金の変化と阪神高速利用／

非利用の関係に着目して考察する。

本稿の構成は以下の通りである。2.で本研究のために

実施したPP調査の概要について述べる。次に，3.では，

PP調査の結果に基づいて，特に対距離料金への移行を中

心にして，利用者の料金施策への対応について考察する。

最後に，4.において，本研究のまとめと今後の課題につ

いて述べる。

２．プローブパーソン調査の概要

（１） 被験者（モニター）

a）募集

昨年度実施したPP調査のモニター，及び，平成16年

12 月に実施した「第 22 回阪神高速道路起終点調査」の

回答者から，3 号神戸線・5 号湾岸線・11 号池田線をご

利用される利用者を中心に100名を募集した。出張等に

よる辞退者を除くモニター数は91名であった。

3.では，この91名のデータに基づいて考察を行う。

b）基本属性

モニターの主な属性は，以下の通りである。

① 年齢・性別は30～50歳代の男性が多い(62名)，

② 職業は会社員が多い(67名)，

③ 利用車種は乗用車が多い(81名)，

④ 車での移動は平日が多く(51名)，交通目的とし

て通勤(49名)と業務(30名)が多い，

⑤ 料金の支払い方法はETC(71名)と現金(20名)で大

半を占める，

（２） データの収集方法

GPS機能付き携帯電話を用いることにより，トリップ

の始まりから終わりまでの行動軌跡を収集した(GPSによ

る位置データは30秒ごとに記録)。

Webダイアリー調査により，移動目的・利用車種・同

乗者数，ならびに，高速利用の有無及び仮想対距離料金

下での仮想経路選択についてもデータを収集した。なお，

収集対象データは自動車トリップのみとした。

なお，Webダイアリーへの記入は，モニターの自宅や

勤務先にて行ってもらった。

5 週間という長期間にわたる調査であったため，各モ

ニターについて，データ収集状況を適宜チェックし，必

要に応じて，確認のための連絡を行った。
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図－１ 調査スケジュール 図－２ 環状線直近１００円割引対象位置図

（３） 調査スケジュール

調査スケジュールを図－１に示す。

図に示すように，約 5週間の調査期間を 1週間ごとに

区切り，週ごとに異なる通行料金を与えた。

a）通常調査（1/16～1/22）

PP調査における新たな通行料金の設定は行わない。通

行料金を変化させた時に比較検討を行う上での基礎デー

タを得るために設定した。

b）仮想対距離料金調査（1/23～1/29）

阪神高速(株)では，均一料金制から対距離料金制への

移行を予定している。そこで，対距離料金を仮想的に設

定し，モニターの阪神高速道路の利用意向に関するSP調

査を実施した。

具体的には， a）の通常調査期間中に得られた全モニ

ターの移動軌跡をチェックし， 3号神戸線を利用してい

るモニター，及び，3 号神戸線を利用する可能性がある

モニターを抽出し，彼らを対象として仮想的な対距離料

金（A，Bの 2パターン）を想定したSP調査を行った。

■パターンA：阪神高速道路非利用者への質問

普段は平面街路を利用しているモニターを対象とし，

移動パターンから想定される阪神高速道路のランプペア

の対距離料金(想定値)を示し，高速道路に転換するかど

うかを質問した。

■パターンB：阪神高速道路利用者への質問

普段は阪神高速を利用しているモニターを対象とし，

その利用ランプペアについての対距離料金(想定値)を示

し，平面街路に経路を変更するか，他のランプペアを利

用するか質問した。

なお，SP調査における対距離料金は質問中に金額を示

すにとどめ，仮想対距離料金と現行料金の差額精算など，

金銭のやり取りは行わなかった。

c）1号環状線直近100円割引調査（1/30～2/5）

阪神高速道路において，1 号環状線と他路線の合流部

における交通流の錯綜を起因とする渋滞ポイントが少な

くない。1 号環状線の渋滞対策という観点から，同路線

に流入する交通量を適切にコントロールすることが必要

と考えられる。そこで，大阪市都心部に向かう交通につ

いて，1 号環状線に入る手前の出路の利用を促進し，環

状線への流入の抑制することが可能か否かを検討する。

具体的には，図－２に示す環状線直近の出路を利用し

たモニターに対して，その際の通行料金を 100円割引す

る。料金割引により，環状線の一歩手前での流出を促進

しようという狙いである。

なお，c)の調査では，PP調査で収集するデータ等に基

づいて割引対象の出路の利用状況を把握し，全調査終了

後に割引金額分をモニターにキャッシュバックした。

図－３ オフピーク割引実験のチラシ（一部）

d）割引率を拡大した時間帯割引調査（2/6～2/17）

オフピーク割引社会実験（図－３参照）の割引率を拡

大し，料金割引に対するモニターの対応行動に関するデ

ータを収集した。今回は以下の調査を実施した。

① 朝６時台30％割引（2/6～2/10）

② 土日終日30％割引（2/11～2/12）

③ 朝６時台50％割引（2/13～2/17）

①～③のいずれについても，全調査終了後に割引額を

キャッシュバックした。
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３．プローブパーソン調査の結果

（１） モニターの車利用の概況

a）1日あたりの平均トリップ数

調査期間中の総トリップは5,877，モニター一人あた

りの平均トリップは1.96トリップ／日であった。

b）目的別トリップ数

全てのトリップから 5分以上 3時間未満のトリップを

抽出し（5,537件），その目的に基づいて分類した。

表－１に示すように，通勤・通学，業務（その他）が

それぞれ４割程度であり，これらの合計で全トリップの

八割程度を占めることがわかる。

c）曜日別トリップ

調査期間 5週間の各週について，曜日別のトリップ数

を図―４に示す。平日の利用に比べて，土日の利用が少

なく，土曜日は平日の半分強，日曜は３～４割程度まで

減少することがわかる。

d）出発時刻分布

出発時刻分布について，今回のPP調査と第21回起終点

調査の結果をあわせて図－５に示す。

図からわかるように，午前では朝7時台，午後では夕

方５時台での出発が多く，これは通勤・通学目的のトリ

ップの影響が大きいためと考えられる。

また，PP調査と第21回起終点調査で出発時刻の分布は

類似しており，今回のPP調査で収集されたデータの有効

性を示唆するものと考えられる。

（２） 仮想対距離料金制に対するモニターの反応

Web ダイアリーを用いて，阪神高速道路に仮想対距離

料金を想定した場合の経路選択に関する意識データ（高

速／一般の選択）を収集した。あわせて，阪神高速道路

利用による予想旅行時間を質問した（2 ページ目左側の

段を参照）。

a）平面街路利用モニターの反応

対距離料金制度の導入により，通行料金が現行より下

がれば，平面から高速に転換するか否かの質問を行った。

（対距離料金の下で）平面街路をそのまま利用すると回

答したモニターについて，現行料金と仮想対距離料金の

関係を図－６に示す。

平面利用→平面利用の料金感度
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図－６ 現行料金と仮想対距離料金の関係Ⅰ

(阪神高速への転換意向なし)

上図から，平面街路を利用するモニターは，通行料金

が３割低下しても，阪神高速に転換しないと考えられる。
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図－７ 阪神高速利用による時間短縮予想

(平面街路利用モニター)
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高速利用→高速利用の料金感度
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図－８ 現行料金と仮想対距離料金の関係Ⅱ 図－９ 現行料金と仮想対距離料金の関係Ⅲ

(平面街路への転換意向なし) (平面街路への転換意向あり)

また，阪神高速利用による時間短縮は(平面街路の利

用に比べて)２割程度と意識されている(図－７参照)。

以上から，平面利用モニターは，阪神高速を利用する

ことによる時間短縮効果をある程度認めつつも，料金抵

抗を上回る効果とは判断していないと考えられる。

b）阪神高速利用モニターの反応

対距離料金制度の導入により，通行料金が現行より上

がる場合，高速利用者が引き続き高速を利用する意向が

あるかの質問を行った。

その結果，通行料金が６％上がっても，阪神高速を利

用し続けるが，38％上がると平面街路に転換するという

結果が得られた（図－８，図－９参照）。

また，阪神高速利用モニターは阪神高速を利用するこ

とによる時間短縮を平面街路に比べて５割程度と考えて

いるという結果が得られた。

阪神高速利用モニターは，高速利用による時間短縮効

果は５割と大きく評価する一方，通行料金については１

割程度の値上げしか許容していないことがわかる。

（３） 環状線直近100円割引へのモニターの反応

調査期間中の総トリップ数1,250のうち，割引対象は

56トリップで，全体の約４％であった。

割引対象出路を利用したモニター10 名を対象として，

Web ダイアリー調査による追跡アンケートを行った。そ

の結果，10 名のうち 3 名は割引を意識して出路を決定

したと回答した。よって，56トリップのうち3人×2ト

リップ/人日×5日=30トリップ程度は，割引を意識した

ものと推察される。

（４） 時間帯割引の割引率拡大へのモニターの反応

a）朝６時台30％または50％割引

モニターの行動分析結果から，割引を意識して行動変

化を起こしたモニターは見られなかった。何人かのモニ

ターにヒアリングした結果，出社時刻が決まっているこ

と，早起きは大変なことなどが，６時台に利用しない理

由として指摘された。

b）土日終日30％割引調査結果

下図に週ごとの阪神高速利用率の変化を示す。
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図から，30％割引による影響は認められないが，Web

ダイアリーにおけるヒアリングでは，11 名のモニター

が割引率拡大を意識して阪神高速を利用したと答えた。

４．おわりに

PP 調査は紙ベースのアンケート調査に比べ，詳細な

データが得られる反面，サンプル数を増やすのが困難で

ある。そこで，利用者数の増大により，膨大な量のデー

タが蓄積されつつあるETCデータなど，他の交通データ

と適切に役割分担し，PP 調査の価値を高めていくこと

が必要と考えられる。
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